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１．はじめに
日本は1950年代から60年代にかけて，世界銀行最
大の借入国であった。1953年の火力発電所1に始ま
り，1966年の東名高速道路（第６次）まで，31の借
款契約が締結された。プロジェクトの多くは黒部第
４発電所（黒部ダム），名神・東名高速道路，東海
道新幹線，製鉄所など経済インフラであり，現在も
日本の経済活動の中枢として活躍しているものが少
なくない2。
その中に，農業プロジェクトが２件あった。愛知
用水公団と農地開発機械公団を受益企業としたもの
で，前者は愛知用水開発事業，後者は北海道と青
森県で行われた農地開墾事業である。愛知用水は世
界銀行プロジェクトとして知名度が高く，経緯は愛
知用水公団の団史としてまとめられている他，近年
でも詳細な開発史が取りまとめられている（高崎
2010）。
後者は北海道別海町の根釧パイロットファーム
（以下「根釧PF」），青森県上北郡の上北パイロット
ファーム（以下「上北PF」），北海道新篠津村の篠
津泥炭地区開墾事業（以下「篠津」）の３つのサブ
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要約
　1956年に世界銀行が農地開発機械公団と借款契約を締結して実施された農地開墾事業によって，北海道の根
釧パイロットファーム，青森県の上北パイロットファーム，北海道の篠津泥炭地区開墾事業の３サブプロジェ
クトが実施された。このうち，前二者のパイロットファームは日本政府が計画したものではなく，米国の農業
機械会社が世界銀行に提案したもので，世界銀行の主導によって実施されることとなった。パイロットファー
ムはそれまで人畜で行なっていた開墾を大型機械によって短期間で行なうため，入植者は直ちに営農を始める
ことができた。しかし，分譲された農地は，従来，同地域で適切と考えられていた計画面積より小さかった。
一方で借入金が多額であったために，経営に行き詰まり離農する農家が続出した。残った農家は離農した農家
の農地を吸収して経営規模を拡大できたため，その後は安定した経営が行えるようになった。現在，二つのパ
イロットファームは北海道と青森県における中核的畜産地域となっている。根釧パイロットファームの機械開
墾方式は北海道の開発モデルとなり，従来の開発様式を一変させた。上北パイロットファームでは，農林省も
青森県も畜産業を積極的に振興する意図をもたなかったため，経験が開発モデルとして周辺に伝搬することは
なかった。二つのパイロットファームは営農を継続するというプロジェクト目標は達成したが，成果を周辺地
域に伝搬させるという上位目標については，根釧では達成されたが，上北では達成できなかった。
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プロジェクトからなる。根釧PFも一時期には，新
時代の農業を象徴する「パイロットファーム」とし
て教科書にも記載され，現在でも記憶にある人は多
い。近年でも根釧PFの入植者による記録が出版さ
れている（芳賀 2010）。しかし，事業自体は否定的
に評価され，多くの離農者を出した失敗例として
認識されている（例えば，鎌田 1987，北倉 2001）。
一方，上北PFと篠津は，現地の関係者以外には世
界銀行借款の対象となっていたことすら忘れられ
ている。上北PFについては，1950年代から60年代
にかけて現地調査報告（宮出 1957）や農協活動の
評価報告（太田 1961）が出されている程度であり，
近年の研究報告は皆無である。
しかし，忘れ去られたことが必ずしも事業の失
敗を意味するわけではない。根釧PFと上北PFは
現在も大規模酪農の基地であり，篠津は北海道有
数の米どころとなっている。本稿は根釧PFと上北
PFをとりあげ，世界銀行の融資が日本の近代酪農
の開始期にどのような役割を果たしたかを明らかに
する。まず，世界銀行の対日融資が開始され，その
中で根釧PFと上北PFが借款プロジェクトとして
決定されるまでの背景を明らかにする。続いて，両
者の歴史をまとめ，開発援助プロジェクトの視点か
ら評価を行う。なお，本稿は筆者らの既発表論文
（Fujikura and Nakayama 2012）に大幅な加筆修
正を行って作成したものである。
２．パイロットファームプロジェクト
2.1　世界銀行の畜産業に対する評価
1944年に採択され1945年に発効したブレトン
ウッズ協定に基づいて，国際通貨基金（IMF）と
国際復興開発銀行（IBRD）が設立された。続いて，
1956年には国際金融公社（IFC）が，1960年には国
際開発協会（IDA）が設立された。これらのうち，
IBRD，IFC，IDAの３機関を総称して世界銀行と
呼ぶ3。本稿は，IFC設立以前のIBRDの事業に関す
るものであるが，当時からの一般的呼称である「世
界銀行」の名称を用いる。
1952年８月，日本は世界銀行に正式加盟した。同
年10月には，ガーナー(R. L. Garner) 世界銀行副
総裁一行が来日し，日本の経済情勢や借款能力，融
資対象事業等の調査を行う。ガーナー調査団に対
し，農林省は第二次大戦後の厳しい日本の農業事情
を説明し，食料増産の必要性と可能性を説明すると
ともに，愛知県の愛知用水に対する融資の希望を最
優先案件として表明し，これに加えて八郎潟，東京
湾，浜名湖，長崎の干拓計画を提出した（農用地開
発公団 1976，p.16）4。畜産業の案件はこの要望リ
ストには加えられてなかった5。一方，世界銀行は
畜産業に積極的であった。翌1953年６月にガーナー
氏らが日本経済に関する講演を行い，日本政府の農
業計画を高く評価するとともに，「山地は，家畜を
ふやすことにより，牧畜に使用し得る」（経済問題
研究会 1955 p.45）と日本の畜産振興を示唆した6。
ガーナー氏がこのような発言を行った背景に
は，当時の世界銀行の運営を事実上支配していた
米国の姿勢があったと考えられる。米国は終戦直
後からGHQを通して日本政府関係者に農業プロ
ジェクト推進を働きかけていた（農地開発公団 
1976，pp.52-53）。そして，根釧PFと上北PFの実
施を企図したのは，米国の農業機械会社であるイ
ンターナショナル・ハーベスター社(International 
Harvester Export Co.)と考えられている。同社の
ワッツ（Watts）技師が両地を訪問し，根釧開発５
カ年計画を世界銀行のブラック総裁に提出していた
のである。著者らは同報告書を入手することはでき
なかったが，当時を知る複数の関係者が，インター
ナショナル・ハーベスター社が世界銀行に働きかけ
を行ったことを証言している（農地開発公団 1976，
pp.54-57，北海道農地開発協会 1961，pp.17-42，平
工 2011，pp.141-142）。日本の国会でもPFプロジェ
クトは，日本の国益に資するものではなく，単に同
社の過剰在庫を輸入するためのプロジェクトにすぎ
ないとして，反対する意見が出されている（参議院
1955）7。
1953年11月，世界銀行アジア中東業務局運用部
長ドール(Russel H. Dorr)を団長とする日本経済調
査団が来日する。調査団は同12月，離日にあたっ
て非公式覚書を発表するが，その中で，「日本の食
糧生産の増加には最重用性が附さるべきこと」を
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指摘し，「農業の収穫をふやすため，また現在の荒
蕪地を耕作または牧場のどちらかに使用する方法を
発見するための計画を押しひろげ」るべきであると
した（経済問題研究会 1955 p.63）。さらにドール
氏はステートメントとして「農業開発の援助は少な
くとも工業の近代化と同様に注目に値するものと感
じている」と発言している（経済問題研究会 1955 
p.67-68）。これらの発言からも，世界銀行が農業開
発，とりわけ，牧畜の推進に積極的であったことが
うかがわれる。
2.2　プロジェクトの採択
北海道では19世紀後半から農地が開拓されてき
たが，米作に適した気候ではないために畑作が中心
であった。なかでも根釧地方は，湿地帯が多く土壌
条件が悪い上，冷涼で日照時間が少ない気象条件で
あり，広大な原野が手つかずのままに残されてい
た。畑作も行われていたが，冷害や凶作が繰り返さ
れ，農業の発展が遅れていた。1932年６月には晩霜
で作物が壊滅状態になり，農民は自分たちの食にも
事欠く事態となった。このため，北海道庁は1933 
年に畑作農業から，冷害に強い乳牛主体の主畜農
業に方針転換することを決定した。補助率８割の補
助金を支給して乳牛を導入し，農家一戸あたりの
耕地面積をそれまでの10ヘクタールから15～20ヘ
クタールまで拡大した（芳賀 2010，pp.12-13）。し
かし，開拓は人力で行われたために進捗が遅く，５
ヘクタールの牧場を作るのに10年の歳月がかかり8，
根釧地域は1950 年代まで不毛の大地として残され
てきた。
青森県では，16世紀に大規模な開墾が進められ，
18世紀には有数の米作地帯となっていた。しかし，
上北地方はヤマセと呼ばれる北東風の強風地帯で
あって耕作が難しく，開拓が進まなかった。1945 
年，政府は第二次世界大戦敗戦による急激かつ深刻
な食料危機と失業の対策として，緊急開拓事業を行
うことを決定した。しかし，事業計画がずさんで
あったことや，米国から大量に輸入された農産物と
国産農産物とが競合したことから，開拓事業その
ものが行き詰まり，多くの農家が経済的に苦境に立
たされ，離農者が相次いだ。政府は農業振興のため
に1952年，「大規模開拓基本計画要領」を定め，全
国で大規模開拓を行うための基本調査を開始した
（六ヶ所村史編集委員会 1996，pp.909-910）。その
結果，同地域では防風林，防雪林，砂防施設などを
設けて，10ヘクタール（耕地６ヘクタールと付帯地
４ヘクタール）の経営地で乳牛４頭，耕馬１頭，鶏
40羽（あるいは飼養豚）を飼育する混同農業を進め
ることが提案されていた（農林省 1952）9。
1954年７月，ドール氏を団長とする５名の調査
団が再び来日し，続いて８月には農業部長デフリー
ズ博士(Egbert DeVreis)を団長とする６名の第二
次調査団が来日して，２カ月半にわたり全国を調査
した（北海道農地開発協会 1955）。農林省はこの時
点で計画策定の進んでいた愛知用水と篠津を第一
候補に，秋田県八郎潟と長崎県の干拓事業を第二
候補として調査団に提示した（農地開発公団 1976，
p.16）。農水省としてはあくまでも愛知用水が最優
先であり，北海道については「全くやる気がなかっ
た」（北海道農地開発協会 1961，p.21，平工 2011，
pp.142-144）。しかし，世界銀行が愛知用水よりも
北海道開発に意欲を持っていたので，世界銀行の面
子を立てるためと，北海道開発庁が水田開発を目的
とした篠津を強く要望したため，これが候補案件に
加えられた（農地開発公団 1976，p.53）。この時点
でも，根釧や北上は候補には加えられていなかっ
た。
一方，ドールとデフリーズに率いられた世界銀行
の２調査団は，共に根釧原野の開拓に強い関心を示
し，世界銀行の希望として現地調査先に根釧と上北
を加え，現地調査の後，同地域を機械開墾する提案
を行った。農林省としては根釧の問題を「世界銀行
から押し付けられて，こちらが受けて立ったかたち
になった」（北海道農地開発協会 1955，p.41）。こ
うして，農業案件が愛知用水，篠津，根釧に決定さ
れそうになった。しかし，篠津と根釧が機械開墾と
して一つのプロジェクトにまとめられると北海道開
発庁が実施機関になり，農林省が関与できなくな
る。そこで，農林省は世界銀行に対して「無理やり
に上北を拝み倒して入れた」（北海道農地開発協会 
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1961, p22）。実際には上北では，大規模開拓のため
の基本調査は実施済みであったが，世界銀行調査団
が現地を訪れる前に，青森県は事業化を断念し，現
地駐在所を引き上げたところであった（農用地開発
公団 1976，p.147）。
結局，根釧と上北のPFは，米国企業が農業機械
の販路を確保するための開発計画を世界銀行に働き
かけ，世界銀行がこれを受けたところに，農林省と
北海道開発庁の権限争いが加わって実施されること
になったのである。
1955年１月，ガーナー副総裁は駐ワシントン日本
大使に書簡とドール調査団の報告書（Department 
of Technical Operation 1955）を送付した。報告
書では，愛知用水，八郎潟，篠津及び機械開墾が
「日本において重要な食料増産の実現のために極め
て有効であり，借款に向けてさらなる調査を行う価
値が」（パラ11）あり，「高速で大規模，低コストの
開墾技術を日本に導入することは，日本の長期的食
糧供給の改善のために根本的に必要であることが明
らである。この種の事業については日本に経験が不
足しているので，３つのパイロットプロジェクトを
形成し実施することが最初のステップとなろう」（パ
ラ15）と指摘されていた。ここで示されている３プ
ロジェクトが篠津，根釧と上北である。根釧は酪農
専業に適しているとされたが，篠津と上北は混同農
業のみが経済的に実施可能とされた。後に，篠津は
日本側の強い要請により，機械開墾は行うが，客土
と排水により水田を造成して米作専業地帯とするこ
とになり10，パイロットファームは牧畜主体の根釧
と混同農業の上北の２カ所となった。
世界銀行の融資対象は外貨に限定されているた
め，機械開墾事業の対象は農業機械と乳牛の輸入代
金のみとなった。コンサルタント費用は計上され
ず，技術指導は行われなかった。円貨分について
は，当時，日本は米国から余剰農産物を輸入してい
たが，その見返り資金11を本プロジェクトの実施に
あてることになった。
1955年７月，機械開墾事業に関する世界銀行借
款の借入機関となる農用地開発機械公団（以下「公
団」）の設置法が成立した。この時，衆参両院にお
いて，外国人技術者の雇用，外国技術の受け入れは
最小限度に留め，極力国内技術の活用に努めること
と，機械器具類については出来る限り国産品を購入
使用することが付帯決議されている。そして，同年
10月，公団が発足した。公団と世界銀行との借款契
約の調印は1956年12 月19日に行われた。借款総額
は430万ドル。内訳は開墾事業に100万ドル，篠津事
業に241.5万ドル，乳牛事業に88.5万ドルであった。
公団は1956年度から1961年度までに411.8万ドルを
借り入れ，1959年度から元本償還を始めて，1971
年度に償還を完了した。
３．根釧パイロットファーム
ドール調査団が帰国した直後の1954年９月，農
林省と北海道庁は根釧地区の第一次農業経営設計書
案を策定した。その後，５回にわたって改訂案が作
成され，1956年10月，経営実施計画が策定された。
根釧PFは別海町の6,608ヘクタールの床丹第一地区
（現「美原」地区）と4,619ヘクタール床丹第二地区
（現「豊原」地区）からなるが，世界銀行対象事業
とされたのは床丹第二地区である。1955年度から
着工され，1958年度に入植と基礎工事が完了し，営
農が開始された。この成果によって床丹第一地区も
パイロットファーム事業として認定され，1959年
度から入植が開始された（農用地開発公団 1976）。
床丹第二地区は酪農専業とされ，各戸に14.4ヘク
タールの耕地と，採草木地，薪炭林地，宅地などの
4.4ヘクタールを加えた18.8ヘクタールが分譲され
た。飼養牛は10頭とされた。しかし，当時の周辺既
存農家の耕地面積は20～30ヘクタールであり，根釧
地域の自然状況を考慮すれば，各戸の経営面積とし
ては最低でも30ヘクタールが必要であり，できれば
40ヘクタール～50ヘクタール が望ましいと指摘さ
れていた（北倉 2001）。農林省も耕地面積として15
～25ヘクタールは必要であることを認めていたが，
当時の労働力の現状や分譲資金の大きさを考えてこ
の面積となった。
入植者は1956年度から58年度までの３年間にそ
れぞれ70戸，70戸，55戸が公募された。初年度は北
海道内，２年目からは全国で公募が行われた。応募
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条件には初年度の生活資金として25万円を携行で
きることが加えられた12。初年度の応募者は約140
名に達し，適性試験によって70名が選抜された。入
植者は現地入りする前に45日間，実習場で学科や実
習など，200時間の訓練を受けた（根釧PF開拓農
業協同組合 1975）。２年目からの応募者は全国に及
び，遠隔の九州から来た入植者のPFでの生活は新
聞やテレビでも報道された（北海道新聞2006年３月
出所）六ヶ所村史編集委員会（1996）とDepartment of Technical Operations (1955)をもとに筆者作成
図１　根釧パイロットファームと上北パイロットファームの位置図
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８日）。
それまでの牧畜業では，農家は経営を行いながら
長い年月をかけて農地を人力で拡張してゆく方式が
とられていた。これに対して，PFではまず農地が
機械で一気に整備され，そこに入植する「パイロッ
トファーム方式」が初めて導入された。このため，
入植農家には一戸あたり61.1万円の補助金が支給さ
れ，250万円を上限とする資金が融資された（根釧
PF開拓農業協同組合 1975，pp.71-72）。周辺農家
の借入金は30 万円程度であったので，根釧PFは
「狭い土地に大きな借金」（芳賀 2010，p.76）と揶
揄され，現状を見ている周辺農家からは入植の応募
が少なかった。一方で，完成した農地を見て入植を
決める農家もいた。砂利が採れない根釧地域では，
砂利で舗装された近代的な道路は非常に魅力的に見
えたという13。
機械開墾方式は，従来の３分の１以下の経費で開
墾ができるという画期的なものであった。入植後３ 
年で開墾を完了することになっていたが，実際には
２年で完了する場合が殆どであり，入植者は営農設
備が整わないうちに農作業に取り掛からなければな
らなかった14。そして，予定より早く開墾された耕
地を利用するために，計画を上回る速度で乳牛を増
加させ，それに対応するための施設整備も急がなけ
ればならなかった。これが入植者の借入金を増加さ
せ，返済のために換金作物が導入され，それが労働
力不足を悪化させるという悪循環を招き，農業経営
が圧迫された（北倉 2001）。
そうした農家の苦境に追い打ちをかけたのが，借
款で導入されたジャージー牛であった。農林省は
1950年頃に酪農政策を取りまとめたが，飲用牛乳
を輸送する技術が未熟であったので，乳産品の増産
を図ることとした。そのために導入が検討された
のが，オーストラリア産とニュージーランド産の
ジャージー種であった。ジャージー種は，乳量はホ
ルスタイン種より少ないが，安価であって放牧飼養
に適する上，牛乳の脂肪分と固形分が濃厚で加工原
料として優れていることが理由であった。農林省は
1953年に根釧地区を含む全国13地域を「ジャージー
牛地区」に指定し，優先的に導入することとしてい
た（農用地開発公団 1976，p.156）。世界銀行も報
告書やメモランダムでジャージー種のみをオースト
ラリアやニュージーランドから輸入することを日本
政府に求めていた。これをうけて公団は1956年か
ら1960年の５年間にオーストラリアから8,373頭の
ジャージー牛を輸入した（農地開発機械公団 1966，
pp.173-176)。
根釧PF（床丹第一及び床丹第二）には同期間に
609頭のジャージー牛が導入された。周辺地域では
ホルスタイン種が広く飼育されていたが，パイロッ
トファームではホルスタイン種の導入が規制されて
いたので，1958年度の乳牛に占めるジャージー種
の割合は73％（525頭中382頭）と周辺地域の22％
（2222頭中486頭）より高かった（根釧PF開拓農業
協同組合 1975，p.203）。しかし，導入後にジャー
ジー種は北海道の寒冷な気候には適していないこと
が明らかになった。さらに，乳が黄色くて，バター
以外の乳製品の製造原料としては問題があるため
に，市場価格が低かった。肉質も良くないので雄子
牛を売るのも難しいなど，経営上の問題が明らかに
なった（芳賀 2010，pp.50-51）。さらに，輸入され
たジャージー種はブルセラ病に罹患していた。ブル
セラ病はニュージーランドやオーストラリアに多い
伝染病で，輸入検疫時には潜伏して発見できなかっ
たらしい。ブルセラ病は疑似牛が出ると乳牛出荷が
停止され，真症と判断された牛は直ちに殺処分，焼
却される。根釧PFでは1957年２頭のジャージー牛
が発病し，1967年までにジャージー牛62頭，ホルス
タイン牛63頭が発病した（芳賀 2010，pp.62-63)。
その結果，ジャージー種に対する評価がさらに落ち
たので，1958年からは国有牝牛貸付制度が新設さ
れてホルスタイン種の導入が始められ，1961年に
はパイロットファームでも61％がホルスタイン種
に変わった。
初期の厳しい経営環境とブルセラ病による被害，
これに天候不順が重なり，床丹第二地区では離農
者が1961年から出始めた。翌1962年には1956年の
第一期入植者分の負債償還が始まり，経営状態の
思わしくない入植者は毎日の生活資金にも事欠く
ようになった。開拓農協も職員供与の支払いに事
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欠くほど資金が欠乏する状況に陥った。このため，
農協は営農五カ年計画を立て，187戸の全農家をそ
の能力に応じてＡ～Ｅの５段階に分類し，経営改
善が見込まれないＥ区分の農家30戸に対しては組
合取引を停止して，離農を促した（別海町 1988，
pp.1112-1113）。その後も離農者が相次ぎ，1973年
までに累計76戸が離農して，農家は111戸となった。
床丹第一地区と合わせたパイロットファーム全体で
は361戸中，131戸が離農し，離農率は36％になる。
同地域での60年から66年までの７年間のパイロッ
トファームを除く農家の離農率は22％であるので，
それに比較すれば高く，近代的酪農経営のパイロッ
ト事業としては問題があったと言えよう（根釧PF
開拓農業協同組合 1975）。
離農せずに踏みとどまれた農家は，離農者の農地
を吸収して経営規模を拡大できたので，経営は安
定の方向に向かう。床丹第二の農家一戸あたりの平
均耕地面積，乳牛頭数，出荷乳量は1960年には14.1
ヘクタール，9.2頭，12.2トンであったのが，1973
年には28.8ヘクタール，49.3頭，119.7トンになった
（図２）。1970年代後半以降は，日本の畜産業全体が
苦しい経営を強いられていく中で，根釧PFはおお
むね安定した経営を続けてきた。1983年には農家
は82戸に減少したが，経営規模は当初望ましいと規
模と考えられていた40ヘクタール を超えて44.1ヘ
クタールに，乳牛82.1頭，出荷乳量は273.8トンに
達した15。
根釧PFの経験は，北海道の酪農の在り方を一変
させた。北海道庁は1958年に，ここで行なわれた
「機械開墾方式をさらに発展させ，できるだけ多く
の地区にこの方式を適用することを基本方針とし
て」（根室酪農史刊行会 1975，p.339），根釧原野開
発計画を策定した。別海町に隣接する標津町と中標
津町も大規模酪農場の開発を行う。1973年には根
釧地域にPFよりさらに大規模な国営の新酪農村が
建設されることになった。公団が機械開墾で開拓し
た農地では，１戸あたり50ヘクタール，乳牛70頭で
経営が行われている。町のほぼ全域が新酪農村域と
なった別海町では1999年の生乳生産量は432 千トン
に達し，全国シェアのおよそ５％を占めている（別
海町 2000）。
４．上北PF
上北PFは，根釧PFとは異なり一カ所にまとまっ
た農地ではなく，19か所の入植地の集合体である
（図１の斜線部）。1956年から61年にかけて355戸が
入植した。営農計画では畑作と畜産の混同農業とさ
れ，入植者には５ヘクタールの農地と0.2ヘクター
ルの宅地が提供されることとなった。実際に提供さ
れた耕地面積は地区によって差があり，過半数の農
家が計画面積を下回っていた。乳牛は各戸４頭の計
画であったが，実際には政府資金により２頭，世界
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）別海町豊原部落連合会（1985）p.149
図２　根釧パイロットファームの経営状況の推移
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銀行借款により１頭の合計３頭のジャージー種が導
入された。しかし，期待されたほど乳が出なかった
上，1960年に乳業会社による乳価体系の変更があ
り，高脂肪で乳量の少ないジャージー種が敬遠され
るようになり，ホルスタイン種に入れ替える農家が
続出した。入植農家には130万円の経営資金が融資
されたが，離農者の債務引き受け，ジャージー種か
らホルスタイン種への転換，畜舎，サイロ，農機具
の拡大などのための借入が増え，入植者の平均借
入額は486万円に達した（六ヶ所村 1996）。ブルセ
ラ病は青森県全体で1955年から1966年まで毎年10
頭以上が感染しているが，上北PFで大きな被害が
あったという報告はない16。
入植者は，青森県内から応募してきた漁師の二
男，三男などで酪農経験のない者が多かった。1956 
年度は800人の応募者の中から160人が選抜され，根
釧PFと同様，２か月程度の合宿研修の後，入植し
た。しかし，経済的困難により，入植した355戸の
うち147戸（41％）が離農した。離農原因として最
も多いのが「能力不足」で49戸あり，次いで「営農
意欲の喪失」が31戸で，これらで離農者の54％を占
めている（青森県酪農農業組合 1990，p.34）。農家
は離農者の農地を吸収して規模を拡大し，殆どの農
家が混同農業から酪農専業に転換した。1970年代
半ばには，平均して10ヘクタール程度の農地を所有
し，20ヘクタールから30ヘクタールを所有する大
規模な農家も現れた。乳牛は平均30頭で，多いとこ
ろでは70頭になった。現在では，パイロットファー
ムとその周辺地域は青森県の牛乳の４割を生産し，
その６～７割がパイロットファームによるものであ
る。その形態は草地酪農ではなくなっていて，稲わ
らや購入飼料への依存度が高まっている（農用地開
発公団1976，pp.147-148）。現在，飼料を自給して
いる農家はいない17。
上北PFでは混同農業から畜産専業に営農形態が
変化し，農家の戸数が減って規模が拡大されたが，
現在も酪農地帯として生産が続けられている。しか
し，青森県で同様の酪農開発が行われることはな
く，北上PFは近隣地域のモデルにはならなかった。
青森県は歴史的に開発が進んだ地域であり，まと
まった土地が存在しなかったことも一因であるが，
青森県庁が北海道庁ほど畜産振興に力を入れなかっ
たことも要因として考えられる18。また，この地域
は気象条件が悪く，近隣の畑作農家（図１の網かけ
部）は酪農家より苦しい経営を強いられているが，
保守的な気質のため，隣接するパイロットファーム
に入植した新住民が成功したことを見ても畑作から
酪農に転換する意欲は生れなかった。さらに入植当
初には新旧住民との間で摩擦もあり，こうした要因
が普及を阻害したと考えられる19。
５．長期的評価
5.1　根釧PF
根釧PFは1951年の入植開始以来，1991年まで40 
年間にわたり，乳牛頭数及び出荷乳量を一貫して
増加させてきた。一方で，営農戸数は減少し続け，
1973年時点での床丹第一地区と第二地区の離農率
は36％に達した。床丹第二地区に限れば，入植当時
187戸であったものが，1977年には半数を割って91
戸に，1991年には71戸まで減少している20。1985年
以降は乳価が下落を続けているという外部要因があ
るので，離農のすべてをパイロットファームの責に
帰することはできないが，少なくとも1970年代ま
で離農する農家が止まらなかったのは，当初の営農
計画に問題があったからと考えられる。根釧PF設
計時から耕地面積に30ヘクタール程度は必要であ
るという指摘がなされていたし，当初は25ヘクター
ルで計画されていた（農用地開発公団 1976，p.58）。
従来は，入植した農家が農業経営を行いながら，十
年単位という長期間をかけて人力で農地を徐々に
開墾してきた。そのため，当初の農家の苦労は非
常に厳しいものであったが，農地取得のために多額
の借金を抱えるということはなかった。しかし，根
釧PFでは入植前に機械開墾によって農場整備を完
了させるという従来にない「建売り農場」であっ
たために，入植時の農家の経済的負担が250万円と
重かった。このため，農林省は分譲規模を18.8ヘク
タールに抑えざるを得なかったのだが，それでも借
入金は入植者にとっては重い負担となった。営農計
画は設計当初から机上の空論であると北海道庁や北
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海道開発庁から批判を受けていたが，農家の負担を
考慮すればやむを得ない選択であったかも知れない
21。
ジャージー種の導入計画は失敗であった。ブルセ
ラ病の発生という事故にもみまわれたが，根釧地方
の風土に合わず，かつ，乳業会社が求める乳質でも
なかった。同地域でジャージー種を導入することも
農林省が定めた計画であり，世界銀行もジャージー
種の導入を勧告している。農家は異口同音に，ホ
ルスタイン種の飼育を希望していたにも関わらず
ジャージー種を「押しつけられた」と発言してい
る。これらの計画が適正でなかったことは，PFで
ジャージー種からホルスタイン種に変更してから経
営が安定してきたことからも指摘できる。
経済的負担に耐えきれなかった農家は離農し，
残った農家は離農した農家の農地を吸収することで
経営を安定化することができた。結果的に農家は
勝ち組と負け組に分かれることとなった。そのこと
が，マスメディアや一部の研究者から根釧PFが失
敗であると批判される原因になっている。
しかし，パイロットファームとして日本に新たな
機械開墾という開発モデルを示し，それを普及させ
るというプロジェクトの上位目標は高い成果を上げ
た。その後に根釧地域で実施された新酪農村22をみ
るまでもなく，政府関係者のみならず，入植者も北
海道の大規模酪農がこれをモデルとして発展してき
たと指摘している。借款によって導入された農業機
械は公団の所有とされた。外国製34台，国産12台の
レーキドーザ（rake dozer）と外国製68台，国産
20台の農機具（農地開発機械公団1966，p.44）が，
床丹第二地区と上北PFの開拓に用いられた。現地
には外国技術者は一人も入らず，外国製農業機械の
操作マニュアルは英文であったが，現地の作業員が
自力で和訳した。機械開墾の経験者はほとんど皆無
であったが，作業を通じて運転技術が向上した23。
パイロットファーム開墾終了後は，公団の機械と運
転者は国内他地域の開墾作業にあたり，全国の機械
開墾の普及に貢献した。
入植当初，北海道の技術普及員の知識は十分では
なく，農家と普及員が自力で学修と実践を行いな
がら，経営と営農の技術を開発してきた。牧草地へ
の施肥は，これまで殆んど行われてこなかった技術
であり，ここから周辺の農場に伝搬していった24。
根釧PFで新しい技術が試され普及してきた背景に
は，農家の高い能力と意欲があった。農家は全国か
ら応募し，選抜された優秀な人材であり，自尊心に
あふれていた。そして入植前の45日間に及ぶ合宿研
修によって農家の間に，「新しいことを始める前に
写真１　根釧パイロットファーム入植当初の様子（写真提供：奥山秀助氏）
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十分に議論を尽くす。決まったら，全員できっちり
守る」25という連帯感が育成され，新技術の実験と
普及に貢献した26。
根釧PFは個々の営農という点では必ずしも成功
しなかったが，パイロットファーム全体の経営は成
功したと言える。また，北海道に機械開墾による酪
農モデルを普及し，北海道を全国一の酪農地域にし
たという普及効果には，著しいものがある。輸入さ
れた農業機械とその操作員は，牧場だけでなく，全
国の水田や畑地の開発にも貢献した。
5.2　上北PF
上北PFでは，５ヘクタールという狭い農地で混
同農業を行うことが計画されていた。農家には根釧
PFほど大きな借入金はなかったが，能力不足など
の理由で半数近くが離農した。残された農家は離農
した農家の農地を吸収して農地を拡大し，飼料を購
入する酪農専業に転換して，現在も経営を続けてい
る。ここでも，離農者を出したという問題点はある
ものの，PF全体を見れば経営的に成功したと言え
る。ブルセラ病の発生は問題にならなかったが，導
入されたジャージー種は経済的に有利ではないため
に，ホルスタイン種に置き換えられていった。この
地においても，ジャージー種を導入しようとした国
や世界銀行の計画は失敗に終わっている。
興味深いのは，パイロットファーム自体が成果を
あげているにも関わらず，根釧と異なり，経験が開
発モデルとして近隣に伝搬していないことである。
そして，北上PFに関する報道や学術研究は皆無と
言ってよく，公団幹部にすら忘れ去られている27。
根釧PFでは周辺地域が開発されたのは20世紀に
なってからであり，それまで未開の地として残され
ていたため，パイロットファームの開発モデルを適
用する余地が広く残されていた。一方，上北PFの
周辺は古くから営農されていた地域である。たまた
ま，上北地域周辺だけが気象条件が悪いために，開
発から取り残されていた。既存の畑作農家はまがり
なりにも営農を続けていたし，保守的で閉鎖的な社
会であったために，パイロットファームの成功を見
ても，自らは酪農に転換することは忌避してきた。
さらに，根釧PFは床丹第二地区というひとつのま
とまった地域である。建設途中で床丹第一地区とい
う同規模の地域が追加されたが，全体としてひとま
とまりの地域プロジェクトとして認識されやすかっ
た。一方，上北は小さな農場がモザイクのように点
在しているために，ひとつのプロジェクトとして認
識されにくかったことも上北PFが注目されなかっ
た理由として考えられる。
さらに，根釧PFは，北海道庁と北海道開発庁が
世界銀行調査団の来道を開発の契機ととらえて，積
極的に北海道開拓のモデルとして運営利用してき
た。対照的に，上北PFの計画は，農林省が公団を
北海道開発庁でなく自省の管轄下に収めるために，
世界銀行案件に組み込んだものである。世界銀行案
件にすることが成功し，公団を農林省所管の団体と
して全国の農地開発に利用できるようになれば，農
林省として上北PFを積極的に利用する理由はなく
なる。青森県庁にも，酪農を県の主要産業に育成し
ようとする意図は見られなかった。隣接する岩手県
が酪農を育成し，乳製品製造を地元の主要産業に育
てたのとは対照的である。こうした，行政の不熱心
さが，上北PFが開発モデルとして伝搬することを
妨げ，結果として当事者以外からは忘れ去られた存
在になってしまった。
5.3　技術の伝搬
　援助を通じて技術が伝搬するのは，必ずしも技
術協力の場合だけではなく，借款によるプロジェ
クトでも技術は伝搬する28。世界銀行の対日援助で
も，愛知用水では日本で殆ど前例のない大型のロッ
クフィルダムが建設され（例えば，高崎 2010），そ
の後のダム建設に大きな影響をもたらした。名神高
速道路ではクロソイド曲線，透視図法，修景設計な
どの新しい技術が習得された（世界銀行東京事務所
1991）。このような技術を伝えたのは，世銀借款で
導入が条件とされた外国人コンサルタントである。
　ところが，理由が明らかではないが，根釧PF，
上北PFと篠津をサブプロジェクトとする機械開墾
プロジェクトにはコンサルタント契約が借款の条件
にはなっておらず，外国人による技術指導は一切行
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われなかった。農地開発プロジェクトであれば，営
農計画に関するコンサルティングが行われて当然と
考えられるが，それもない。開墾技術という点で
外国（米国）から伝えられた技術は農業機械という
ハードのみであった29。
根釧PFと上北PFでは，どちらも半数近くの離
農者を出した。その理由として大きいのは，営農
計画がトップダウンで決定され，入植者に過剰な経
済的負担を負わせたことと，当初の経営規模が過小
であったこと，現地の状況に適合しないジャージー
種の導入を図ったことである。もしも，世界銀行の
契約によってコンサルタントが営農計画を作成した
ら，このような営農規模にはならずに，多数が離農
するようなことにはならなかったかもしれない。
しかし，根釧と上北のパイロットファームでは入
植後，半世紀以上を経た現在でも，畜産業が安定的
に営まれていて，プロジェクト目標は達成したと考
えられる。成功の背景には，海外からの技術協力を
拒否し，自助努力によって開発を進めようとした日
本政府と，開墾に必要な機械類の国産化を実現した
機械メーカーの努力，そして，なによりも経済的，
物理的困難に立ち向かい，新たな技術を取り入れて
開発を達成しようとする農家の強い意志があった。
パイロットファームの名称が示すように，開発モ
デルを国内に普及することが本プロジェクトの上位
目標であるならば，それが成功したことは，その後
の北海道における酪農地開墾で「パイロットファー
ム方式」が広く適用されたことからも明らかであ
る。一方，上北ではそうならなかった。本プロジェ
クトは世界銀行によるトップダウンで開始されてお
り，両者の上位目標の達成の有無の原因は，「パイ
ロットファーム方式」を新規開墾地でのモデルとし
て普及させようとした北海道開発庁，北海道庁と，
そのような意識が希薄であった農林省，青森県庁と
の姿勢の違いであると言える。この経験は開発モデ
ルを普及させる場合に，当事国政府の姿勢が成果を
分けることを示唆している。
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注
1　最初の借款プロジェクトは，関西，中部，九州の三電
力会社に対するものであった。渇水期の水力発電の供給
不足に対応するために，外資を導入して高効率の火力発
電所を設置することが計画されていた。当初は，米国輸
出入銀行が貸付機関となることで交渉が進められていた
が，米国政府の政策変更によって，1953年４月に突然，
世界銀行が担当することになった。同年10月に借款契約
が成立し，日本開発銀行が4,020万ドルを借り入れ，三
電力会社に転貸された（大蔵省財政室 1999 p.94）。
2　世界銀行の対日借款による受益企業は次のとおり（借
款契約の日付順）。関西電力，九州電力，中部電力，八
幡製鉄，日本鋼管，トヨタ自動車，石川島重工，三菱造
船，川崎製鉄，農地開発機械公団，愛知用水公団，北陸
電力，住友金属，神戸製鋼，電源開発，富士製鉄，日本
道路公団，日本国有鉄道，首都高速道路公団，阪神高速
道路公団。このうち，公団や国鉄は世界銀行と直接に貸
付契約を締結したが，民間企業については日本開発銀行
が借入機関となり，同銀行から転貸された。
3　現在では，世界銀行（IBRD, IFC, IDA）に加え，多
国間投資保証機構（MIGA）と投資紛争解決国際センター
（ISCID）の２機関が設立されていて，これら５機関が
世界銀行グループと総称されている。
4　1954年12月まで内閣総理大臣を５期にわたって務めた吉
田茂は，開拓や干拓による食料増産を重視し，「もっと大
規模な，本格的な農業開発資金としての外資導入を実現し
たいものだと念願している」と発言するなど，農業分野へ
の外資導入に積極的であった（平工 2011, pp.70-71）。
5　吉田茂自身は，我が国は「放牧，酪農の発達すべき幾
多の好条件を具備している。奨励よろしきを得れば，牧
畜，酪農は必ず発達すべきであるのみならず，東洋一体
にバター，チーズなどの相当の市場を見出し得るはずで
ある」として，畜産業の振興を考えていた（平工 2011, 
pp.70-71）。
6　その一方で，日本政府の計画に盛り込まれていた東京・
大阪間の高速道路の建設計画には否定的な見解を示して
いた。
7　インターナショナル・ハーベスター社はフィリピンで
行った開発事業に失敗し，日本で損失を取り戻そうとし
ていたと考えられている（北海道農地開発協会 1961, p. 
42）。
8　入植者の青野春樹氏へのインタビュー（2009年11月４
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日）
9　同報告書（農林省 1952）は，上北地域には「広大なる
開拓適地が残存し」ているが，これまで林地牧野として
利用されてきた理由として，「(i)気象条件の苛烈，(ii)交
通不便，(iii)広大な面積に及ぶ国有林」「(iv)戦前後は漁
業収入或は漁業偏倚収入に依存」してきたことをあげて
いる。そのため「放牧地は概ね過放牧の状態にあり，荒
廃の一途を辿っている」と報告している。
10　世界銀行は篠津泥炭地を開墾して混同農業を進めよ
うとしたが，北海道開発庁は是が非でも水田を中心とし
た農地整備を行い，稲作を進めたかった。交渉の末，日
本の主張が通って客土による水田開発がおこなわれるこ
とになった（石塚 1969, 佐久間 2007）
11　日本が米国から輸入した農産物の代金である円貨を，
米国に支払わずにプロジェクトの資金として用いること。
12　実際には，インタビューを行った入植者の中に携行
資金を準備できた人は一人もいなかった。
13　入植者の青野春樹氏と高田珠夫氏へのインタビュー
（2009年11月４日）
14　最初の農家が入植した時には，電気も水道もなかった。
電気が引かれたのは入植翌年の1957年で，水道の敷設は
1960年まで待たなければならなかった。小学校と中学校
も建設されたのは，それぞれ1958年と1959年であった。
15　床丹第二地区の資料館に掲示されていた資料。
16　入植者の大田孝一氏へのインタビュー（2010年９月
５日）でも，ブルセラ病による被害は記憶されていない。
17　入植者の米内武志氏へのインタビュー（2010年９月
５日）
18　入植者によれば，青森県庁はリンゴと稲作の農家の声
は聞くが，酪農家の意見はなかなか採用されないという。
19　入植者の大田孝一氏へのインタビュー（2010年９月
５日）
20　床丹第二地区の資料館に掲示されていた資料。
21　最初から40ヘクタールの広大な農地を機械開墾で造
成して与えられても，経営しきれずにもっと多くの農家
が離農してしまった可能性があったので，14.4ヘクター
ルで始めたことは妥当であり，半数の離農はやむを得な
かったと指摘する入植者もいる。
22　1973年から，根釧地域に建設された国営の大規模酪
農村。１戸あたりの経営規模は農地50ヘクタール，乳牛
70頭で，牧草や飼料作物が栽培されている。
23　第二次世界大戦に戦車兵として従軍した元兵士など
が，公団職員として農業機械の操作にあたっていた。
24　根釧PFで新しい酪農技術や乳牛の改良が行われ，成
功すると，周辺農家はそれを取り入れていったので，パ
イロットファーム周辺に技術が伝搬していった。
25　入植者の望月富智男氏（2009年11月４日）及び奥山
秀助氏（2011年６月29日）へのインタビュー
26　インタビューで入植前研修の教育内容が「役立った」
と回答した入植者は皆無であり，酪農技術はもっぱら入
植後に農家の手によって開発・実践されてきた。入植前
研修の成果は，入植者間の結束を固めることにあった。
27　1976年１月に開催された公団史編纂のための座談会
で，公団の後身である農用地開発公団副理事長の吉田冨
士夫は「根釧は広く知られていますが，上北は必ずしも
周知されていない。しかし，現地取材の結果，上北は健
在であるということが分かっただけでも公団史編纂の収
穫であったと思います」と発言している。（農用地開発公
団 1976, p.66)
28　外務省は円借款の長所の一つとして「開発途上国は，
円借款のプロジェクトを通じて，日本の経験・技術等を
修得することができる」（外務省 2004）としている。世
界銀行も「援助は資金の移転の問題であると考えられや
すいが，資金の移転と同じくらいに知識の移転の問題で
ある」（世界銀行 2000）と指摘している。
29　根釧PFと北上PFでは米国製機械が開墾に大きな役割
を果たしたが，篠津では輸入された機械に全く使用に耐
えないものが多く，実質的には国産の農業機械が中心的
役割を果たしていた（北海道開発局 1971, p.760）。
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